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スパン表の接合部は、燃えしろに非対応で、別途計算とし
ている。
燃えしろに対応するためには、焼失部分を適切に減じた接

合部耐力の計算が必要になる。
そこで、ここでは、1時間準耐火の燃えしろ設計を想定した

床梁（床梁天端は防火上有効に被覆された3面燃えしろ）の製
作金物の防火設計の例と、金物工法の規格金物（3面燃えし
ろ）を採用する際の注意点を解説する。
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はじめに



昭62建告第1901号の規定より、柱やはりの継手、柱とはりの仕口等の接
合部に対して、次（①～④）の防火措置が必要になる。
①柱又ははりを接合する継手又は仕口（床下の部分を除く）の部分表面か
ら内側に、燃えしろに相当する部分を除いた断面が、その継手又は仕口の
存在応力を伝えることができる。
→燃えしろ焼失後
の断面で接合部の
耐力の計算をする。
→今回の例は床下
の部分＝梁天端は
RCや石膏ボード等
で防火上有効な
被覆がされた3面
燃えしろとする。

1.法令上の接合部の防火措置-1

3図 桁-床梁接合部



1.法令上の接合部の防火措置-2
昭62建告第1901号の規定より、柱やはりの継手、柱とはりの仕口等の接

合部に対して、次（①～④）の防火措置が必要になる。
②継手又は仕口にボルト、ドリフトピン等を用いる場合は、木材その他の
材料で防火上有効に被覆する。具体的には、接合部全体を燃えしろの値に
相当する厚さの木材やその他の防火部材により被覆する。
→燃えしろと同じ埋木をすればよいが、設計上（接合耐力の不足等）や施
工上（埋木手間が過大等）難がある。
→被覆の厚さを減ずる方法（耐火実験による
確認）をこのあと解説する。

4



1.法令上の接合部の防火措置-3
昭62建告第1901号の規定より、柱やはりの継手、柱とはりの仕口等の接

合部に対して、次（①～④）の防火措置が必要になる。
③継手又は仕口に添板鋼板を用いる場合、防火上有効に被覆するか、木材
内部に埋め込むか、又は挟み込む。

→燃えしろと同じ埋木をすればよいが、設計上や施工上難がある。
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1.法令上の接合部の防火措置-4
昭62建告第1901号の規定より、柱やはりの継手、柱とはりの仕口等の接

合部に対して、次（①～④）の防火措置が必要になる。
④鋼製のピンジョイントを用いる場合、鋼板の厚さは9mm以上とする。

→3ヒンジ山形ラーメンの頂部のイメージ
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1.法令上の接合部の防火措置-5
設計上と施工上の難がある②と③について、日本

集成材工業協同組合では、接合部の耐火試験を行い、
安全性を確認した上で、接合部の防火設計の資料と
して「準耐火構造（集成材建築物）における接合部
の防火設計の手引き」（以降、手引き）を発行して
いる。
その内容は日本建築センターの「木造建築物の

防・耐火設計マニュアル」に引用され、設計資料と
して効果がある。
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2.接合部の耐火試験の内容-1
日本集成材工業協同組合H22国
土交通省補助事業報告書にお
けるT型接合部の試験の内容
（木造建築物の防・耐火設計
マニュアル（日本建築セン
ター：令和4年1月第2版pp166
～167））
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試験①

試験②

178.8

210×210

210×410

72.2

178.8



2.接合部の耐火試験の内容-2
試験①：60分の加熱に対し、PL-9で構成されたT型金物のドリフトピン頭部
の被覆を20mm、接合金物の小口の被覆20mmと、最小限の被覆とした場合
にT型金物の温度が木材の炭化温度である260℃を下回ることを確認した。
→「準耐火構造（集成材建築物）における接合部の防火設計の手引き（日
本集成材工業協同組合：平成24年3月）」の内容に反映
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図 準耐火構造（集成材建築物）における接合部の防火設計の手引き 抜粋



2.接合部の耐火試験の内容-3
試験②：60分の加熱に対し、PL-9で
構成されたT型金物のドリフトピン
頭部の被覆を45mm、接合金物の小
口の被覆45mmと、1時間の燃えし
ろ断面と等価な被覆とした場合の
試験結果は、T型金物の温度は最大
で82.9℃と木材の炭化温度である
260℃を大きく下回ることを確認し
た。
→建告第1901号第二項、第三項の確
認ができた。
→小梁の金物工法の接合部はこの考
えとする。
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図 金物工法の技術資料の例

（タツミ）



3. 接合部の防火設計の例
3.1 接合部の納まり例
事務所_小梁間隔1.0mの内，

180×400の納まり例（カラマツ・
スパン6m・床梁間隔2m）の桁-床
梁接合部を例とする。梁の上面は
防火上有効な措置がなされている
とし、3面燃えしろを想定する。
また、1時間の燃えしろ（45mm）
を想定する。上図に燃えしろなし
の、下図に燃えしろありの接合詳
細図を示す。燃えしろありの桁の
幅は180mmとし、埋木の仕様は前
述（p9）の手引きの埋木のルール
の図をもとに設定している。接合
部の検定は、長期に生じる応力を
短期の接合部耐力が上回ることを
確認する。なお、断面の焼失に
よって所定の縁距離が確保できな
い接合具は耐力算定に有効ではな
いので注意が必要である。

11

図 燃えしろなし

図 燃えしろあり



3. 接合部の防火設計の例
3.2 接合部の設計例
図に示す床梁の繊維直角方向に19.5kNの長期のせん断力を受けるド

リフトピン接合部及び桁の繊維直角方向に19.5kNの長期のせん断力を
受けるボルト接合部の検定を行う。なお、「製作金物の設計例の解
説」と同じ床梁を対象としているため、以降、内容が違うところを赤
字で示すので
是非セットで
見て頂きたい。

12図 桁-床梁接合部



(1) 設計条件

木 材：構造用集成材（対称異等級構成集成材，
樹種：からまつ，樹種グループJ1）E105-F300
180×400(mm)（床梁），180×400(mm)（桁）

鋼 材：SS400 厚さ9(mm)
ドリフトピン：φ16(SS400)，F＝235(N/mm2)
ボ ル ト ：M16(SS400)，F＝235(N/mm2)
接合形式 ：床梁：(ⅲ)鋼板挿入2面せん断型，

桁：(ⅴ)鋼板添え板1面せん断型
設計応力 ：Q＝19.5(kN)（長期）
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(2) 耐力算定-1 ①床梁の単位接合部のpy
①単位接合部の降伏耐力py（床梁）：
事例集p.9～14に従い，まず始めに単位接合部の降伏せん断耐力pyを求める．
事例集表2.2.3より⊥Fe＝12.7(N/mm2)，設計条件よりd＝16(mm)，
ドリフトピンの有効長さは，l＝180－11－45×2＝79(mm)

※有効長さ＝ドリフトピン全長180mm－（挿入鋼板厚9mm+クリアランス2mm）
－燃えしろ45mm×2（両面）

事例集表2.2.6より，降伏モードⅠとなり，C＝1（→接合種別JC）
よって事例集(2.2)式より，⊥py＝ 1 ×12.7×16× 79 ＝16052(N)
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γ=F/Fe=235/12.7
F：接合具の基準強度235N/mm2

Fe：主材の基準支圧強度12.7N/mm2



(2) 耐力算定-2 ①床梁の単位接合部のpa
②単位接合部の短期※1許容せん断耐力pa（床梁）：
事例集p.9の(2.1)式に従って，単位接合部の短期許容せん断耐力paを求める．
事例集表2.2.1よりjKd＝2，事例集表2.2.2よりjKm＝1，
事例集表2.2.6よりru＝1.0（ドリフトピン），前述の①より⊥py＝16052(N)

よって事例集(2.1)式より，⊥pa＝1/3× 2 ×1×1.0× 16052 ＝10701(N)

設計応力Q＝19.5(kN)＝19500(N)より，必要本数は，19500/ 10701 ＝1.8本 →3本とする．
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※1：燃えしろ設計：短期の許
容耐力が長期の応力以上である
ことを確認する。



(2) 耐力算定-3 ③床梁の接合部[全体]のPa
③接合部[全体]の短期許容せん断耐力Pa（床梁）：
次に，事例集p.15～28に従い，接合部[全体]の短期許容せん断耐力Paを求める．なお，本接

合部は，事例集表2.3.1の③のケースに対応しており，せん断力をドリフトピンで負担してい
る．
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(2) 耐力算定-4 ③床梁の接合部[全体]のPa
1) ⊥Pujの算定
図よりm＝3，n＝1，事例集表2.3.3よりru＝1.0（ドリフトピン），前述①より⊥py＝ 16052(N)

※繊維に平行方向に並んだ接合具本数がn，直角方向がm

よって事例集(2.7)式より，⊥Puj＝ 3 ×1×1.0× 16052 ＝48156(N)
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m＝3，n＝1

図 桁-床梁接合部



(2) 耐力算定-5 ③床梁の接合部[全体]のPa
2) ⊥Puwの算定（割裂破壊による終局耐力とせん断破壊による終局耐力）
(a) ⊥Puw1の算定（割裂破壊による終局耐力）
事例集表2.3.8よりCr＝12.0（J1），ドリフトピンの有効長さl＝79(mm)，
図よりhe＝251(mm)，he / h＝251/355（焼失後）＝0.71

よって事例集(2.11)式より，⊥Puw1＝2×12.0× 79 ×√((251/(1-0.71)))＝55779(N)
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he＝251

図 桁-床梁接合部

h＝355
（焼失後）



(2) 耐力算定-6 ③床梁の接合部[全体]のPa
(b) ⊥Puw2の算定（せん断破壊による終局耐力）
次に，材端接合部であるためξ＝1.0，図よりhe＝251 (mm)，
ドリフトピンの有効長さl＝ 79(mm)，事例集表2.3.6よりFs＝3.6(N/mm2)

よって事例集(2.12)式より，⊥Puw2 ＝2/3×1.0× 251 × 79 ×3.6＝47589(N)

よって事例集(2.13)式より，⊥Puw＝min（⊥Puw1，⊥Puw2 ）＝⊥Puw2 ＝ 47589(N)
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he＝251

図 桁-床梁接合部



(2) 耐力算定-7 ③床梁の接合部[全体]のPa
3) Pu0の判定
事例集(2.5)式より，Pu0＝min（⊥Puj，⊥Puw）＝⊥Puw＝ 47589(N)

以上より，当該接合部は終局時に木材のせん断により破壊するので，接合種別はJCで，事例
集表2.3.9よりjKr＝0.75となる．
事例集表2.3.10よりjKd＝2，事例集表2.3.11よりjKm＝1，Pu0＝ 47589(N)であるから，
事例集(2.15)式より，Pa＝1/3× 0.75 × 2 ×1× 47589 ＝23794(N)＞Q＝19500(N) ...OK
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(2) 耐力算定-8 ④桁の単位接合部のpy
④単位接合部の降伏耐力py（桁）：
事例集p.9～14に従い，まず始めに単位接合部の降伏せん断耐力pyを求める．
事例集表2.2.3より⊥Fe＝12.7(N/mm2)，設計条件よりd＝16(mm)，
ボルトの有効長さは，l＝180－65＝130(mm)

※有効長さ＝部材厚180mm－座堀深さ65mm

事例集表2.2.8より，降伏モードⅣとなり，C＝0.488（→接合種別JA）
よって事例集(2.2)式より，⊥py＝0.488×12.7×16×115＝11419(N)
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γ=F/Fe=235/12.7
F：接合具の基準強度235N/mm2

Fe：主材の基準支圧強度12.7N/mm2



(2) 耐力算定-9 ⑤桁の単位接合部のpa
⑤単位接合部の短期許容せん断耐力pa（桁）：
事例集p.9の(2.1)式に従い，単位接合部の短期許容せん断耐力paを求める．
事例集表2.2.1よりjKd＝2，事例集表2.2.2よりjKm＝1，
事例集表2.2.8よりru＝1.2（ボルト），前述④より⊥py＝ 11419 (N)

よって事例集(2.1)式より，⊥pa＝1/3× 2 ×1×1.2× 11419 ＝9135(N)

設計応力Q＝19.5(kN)＝19500(N)より，必要本数は，19500/ 9135 ＝2.1本 →4本とする．
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(2) 耐力算定-10 ⑥桁の接合部[全体]のPa
⑥接合部[全体]の短期許容せん断耐力Pa（桁）：
次に，事例集p.15～28に従い，接合部[全体]の短期許容せん断耐力Paを求める．なお，本接

合部は，事例集表2.3.1の③のケースに対応しており，せん断力をボルトで負担している．
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(2) 耐力算定-11 ⑥桁の接合部[全体]のPa
1) ⊥Pujの算定
図よりm＝2，n＝2，事例集表2.3.3よりru＝1.2（ボルト），前述④より⊥py＝ 11419 (N)

※繊維に平行方向に並んだ接合具本数がn，直角方向がm 

よって事例集(2.6)式より，⊥Puj＝2×2×1.2×11419＝54811(N)
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m＝2，ni＝2

図 桁-床梁接合部



(2) 耐力算定-12 ⑥桁の接合部[全体]のPa
2) ⊥Puwの算定（割裂破壊による終局耐力とせん断破壊による終局耐力）
(a) ⊥Puw1の算定（割裂破壊による終局耐力）
事例集表2.3.8よりCr＝12.0（J1），ボルトの有効長さl＝115(mm)，
図よりhe＝290(mm)，he / h＝290/355（焼失後）＝0.81

よって事例集(2.11)式より，⊥Puw1＝2×12.0×115×√((290/(1-0.81)))＝109841(N)
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he＝290

h＝355
（焼失後）



(2) 耐力算定-13 ⑥桁の接合部[全体]のPa
(b) ⊥Puw2の算定（せん断破壊による終局耐力）
次に，材中央接合部であるためξ＝2.0，図よりhe＝290(mm)，
ボルトの有効長さl＝115(mm)，事例集表2.3.6よりFs＝3.6(N/mm2)

よって事例集(2.12)式より，⊥Puw2 ＝2/3×2.0×290×115×3.6＝160080(N)

よって事例集(2.13)式より，⊥Puw＝min（⊥Puw1，⊥Puw2 ）＝⊥Puw1 ＝109841(N)
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図 桁-床梁接合部

he＝290



(2) 耐力算定-14 ⑥桁の接合部[全体]のPa
3) Pu0の判定
事例集(2.5)式より，Pu0＝min（⊥Puj，⊥Puw）＝⊥Puj＝54811(N)

以上より，当該接合部は終局時に木材の割裂，せん断，引張りにより破壊しないので，接
合種別はJAで，事例集表2.3.9よりjKr＝1.0となる．
事例集表2.3.10よりjKd＝2，事例集表2.3.11よりjKm＝1，Pu0＝54811(N)であるから，
事例集(2.15)式より，Pa＝1/3×1.0×2×1×54811＝36540(N)＞Q＝19500(N) ...OK

→せん断応力に対して有効なボルトは4本でOK
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この資料で、燃えしろ設計のイメージを持っていただけた
なら幸いです。

ご清聴ありがとうございました。
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